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This paper is part of a project supported by the Japanese Society for the Promotion of Science and reports on 
tourism-based community development. The study identifies the present status and impediments to tourism-
based community development. The data for this study was collected by means of a structured questionnaire 
administered to government officers who were closely involved in tourism-based community development. 
The questionnaire also allowed respondents to make comments. Among the 1963 questionnaires 
administered, 798 valid questionnaires were obtained. Of the respondents, 95.9 percent answered that they 
were involved in tourism-based community development practices and 61.2 percent answered that they had 
started tourism-based community development since 2004. The study found that tourism resources 
conservation was the most popular activity of the administrative officers while securing financial resources 
was their least important activity. Respondents differ in terms of self-evaluation: While 39 percent of 
government officers report that the number of tourists has increased; 25.1 percent disagrees with this claim. 
The most important impediments to tourism-based community development include accessibility to areas of 
tourist attractions, lack of planning, gap in the understanding about the importance of community based 
tourism between government officers and local people, lack of coordination among groups involved in 
tourism-based community development, difficulty of branding community based tourism (optional tour) and 
securing independent finance.      
















































記載し、約 2 か月の間に回答して返送できる期間を設けた。10 月中旬頃まで計 799 部（住所不在
で戻ってきた１通を含む・有効回答は 798 部）が回答され、回答率は 40.65％であった 3)。その後





目）、阻害要因（46 項目）、それぞれ 0.881、0.906 となり、妥当な値が得られた 5)。回答した地
方自治体の行政区分をみると、都道府県庁が 22 件（有効パーセント：2.8％）、区が 21 件







が 47件で最も多く、次に 2012年の 31件、2011年と 2013年が 29件、次に 2006年が 28件、2004
年が 27件、2010年が 26件の順であり、小泉内閣の下、観光まちづくりの政策化が行われた 2004
年以降の割合が 63.5％であった 6)。一方で、回答のなかには、1877 年、1906 年、1916 年、1940
年、1945 年が各 1 件、そして 1950 年代から内発的発展論が広がった 70 年代の終わりまでの間に



















光協会が 568 件（80.8％）で最も多く、商工会議所が 307 件（43.7％）、地域住民組織が 205 件








































































































































（233 件、51.5％）、伝統的な祭りの維持復活（207 件、45.8％）、外国人観光客誘致（170 件、
37.6％）、旅行会社と連携（152 件、33.6％）、生活文化の観光資源化（151 件、33.4％）、グリー
ンツーリズム推進（145 件、32.1％）、観光圏の組織化（95 件、21％）、MICE 誘致（71 件、
15.7％）、エコーツーリズム推進（63 件、13.9％）、芸術祭開催（41 件、9.1％）、高齢者や障害
者観光客の誘致（30 件、6.6％）、新たな地域文化創造（23 件、5.1％）、その他（35 件、7.7％）
であった。       
 ③観光地の特性を把握する取り組みの具体的な中身は多い順に、宝探し（226 件、51％）、観光
統計分析（189 件、42.7％）、生活・文化・歴史の調査（156 件、35.2％）、施設・インフラ調査






づくり（63 件、15.2％）、ブランドの維持管理主体構築（38 件、9.2％）、その他（21 件、
5.1％）となっている。 
⑤将来ビジョンを策定する取り組みの詳細は、観光計画策定（230 件、62.3％）、地域産業活用
（198 件、53.7％）、官民協働推進（166 件、45％）、住民が誇りを持てる地域づくり（146 件、
39.6％）、交流人口目標設定（101 件、27.4％）、観光インフラ整備（96 件、26％）、住民主体の
まちづくり組織発足（72 件、19.5％）、観光まちづくりの可能性の調査（57 件、15.4％）、観光




生活文化の滞在プログラムは 69 件（20.3％）、滞在型施設の開発は 54 件（15.9％）、地域の公共
施設サービス開発は 35件（10.3％）、その他は 26件（7.6％）であった。 
⑦観光推進組織の実行力向上の具体的な取り組みは、ガイドやリーダーの養成が 153 件
（49.7％）、観光協会と行政の棲み分けは 134 件（43.5％）、外部資源の活用は 129 件
（41.9％）、地域おこし協力隊の活用は 87 件（28.2％）、観光まちづくりの研修参加は 55 件
（17.9％）、コーディネーター育成は 51 件（16.6％）、まちづくり担当組織との連携は 49 件
（15.9％）、住民リーダーの活用は 38 件（12.3％）、まちづくり会社（組織）結成は、33 件
（10.7％）、若手組織の結成は 26 件（8.4％）、観光カリスマの活用は 21 件（6.8％）、観光地経
営専門家の育成は 4件（1.3％）、その他は 13件（4.2％）であった。  
⑧観光財源の確保の具体的な取り組みは、国のまちづくり支援事業の活用が 103件（66.5％）、










































































































とてもそう思う 0.5 4.1 1.2 0.5 0.8 0.6 1.4 2.3 2.1 1.2 1 4 1.4 2.3
そう思う 21.1 34.9 16.7 4.9 16.7 25.4 37.9 31.2 43 29.7 21.8 41.4 11.5 37.2
どちらとも言えない 54.9 35.8 49.4 50.8 38.1 37.9 44.2 56 47.6 56.4 63.7 40.5 47.4 50.7
そう思わない 20.6 20.7 27.4 36.2 35.9 29 14.6 9.5 6.2 11.8 11.9 12.7 33 8.7
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表1 自己評価尺度の項目分析 
質問内容 平均値 標準偏差 歪度 8) 尖度 9) 有効度数 
地域住民が地域に貢献しようと 3.3864 0.68654 -0.506 0.682 779 
認知度の増加 3.3385 0.80167 -0.386 -0.04 780 
自治体が好きな外部の人の増加 3.3107 0.70512 -0.301 0.365 779 
地域住民が誇りを持つように 3.243 0.6937 -0.135 0.512 782 
地域住民の関心増加 3.2221 0.78103 -0.475 -0.092 779 
地域住民同士の交流増加 3.181 0.6854 -0.224 0.292 779 
観光客数の増加 3.1347 0.93811 -0.299 -0.465 787 
地域住民が元気に 3.0885 0.65763 -0.203 1.021 780 
地域のまちづくり順調 2.956 0.74502 -0.287 0.094 773 
まちづくり団体増加 2.8342 0.91003 -0.187 -0.719 784 
観光収入の増加 2.8085 0.81686 -0.103 -0.068 778 
移住の増加 2.6799 0.81648 0.068 0.085 781 
観光関係雇用創出 2.6534 0.88141 0.058 -0.527 779 
























とてもそう思う 20.1 6.4 2.4 6 0
そう思う 28.7 29.8 20.4 39.9 0.8
どちらとも言えない 20.2 33.4 55.2 40.6 11
そう思わない 22.1 24.7 19.5 12.6 40.1

























 なお「交通利便性が低い」ことを阻害要因として捉える自治体は約 5 割を占め、そうではない
と捉える自治体約 3 割を上回っている。他方で、市場の変化に対応ができないことが観光まちづ











































とてもそう思う 7.3 4.1 4.1 1.4 2.9 0.3 1.4
そう思う 29.9 27.3 37.5 12.4 17.4 6.8 6.3
どちらとも言えない 34.9 52.1 48.5 63.7 49.5 33.9 24.3
そう思わない 25.1 15.2 9.5 21 27.7 49.6 38














































































とてもそう思う 2.6 6 3.5 2.9 4.6 4.8 0 0.3
そう思う 17.2 14.8 18 21.8 23.7 28.3 1.3 3.5
どちらとも言えない 32.2 13.9 19.1 21.8 51.8 32.8 25.3 23.6
そう思わない 43 47.3 46.9 42.5 17.2 27.9 56.3 50.8























































とてもそう思う 8 7 7.3 8.7 8.5 5.4 8.4 5.6
そう思う 41.7 43.2 57.5 53.5 46 41.5 45.5 34.9
どちらとも言えない 40.2 42.2 29.3 31.2 35 44.3 35 48.7
そう思わない 9.4 6.8 5.4 6.4 9.1 8.3 9.8 10


















































とてもそう思う 2.2 4 4.7 2.9 4.1 2.2 3.1 1.3 5.6
そう思う 25.4 36.9 43 19.2 38.9 28.8 28 20.6 28.2
どちらとも言えない 54.3 49.6 39.4 53.5 42.3 55.2 50.3 57.2 45.9
そう思わない 16.9 8.8 11.6 22.3 13.8 13.1 17.6 19.5 19.1



















































とてもそう思う 4.6 1.3 1.7
そう思う 27.7 9.8 11.5
どちらとも言えない 49 56.1 56
そう思わない 16.8 29.9 27.1






































とてもそう思う 4.1 7.5 5.5
そう思う 44.6 47 32.3
どちらとも言えない 41.7 35.8 49.2
そう思わない 8.8 8.7 11.7


















とてもそう思う 17.6 18.5 5.9
そう思う 49.9 54.1 30.4
どちらとも言えない 27.2 23.1 56.4
そう思わない 4.8 3.9 6.7


























質問内容 平均値 標準偏差 歪度 尖度 
独自財源確保難しい 3.86 0.768 -0.491 0.382 
地方自治体の財政的困難 3.79 0.803 -0.406 0.122 
ノウハウ不足 3.66 0.714 -0.618 0.714 
マーケット戦略欠如 3.64 0.741 -0.411 0.159 
ランドオペレーターがいない 3.51 0.829 -0.438 0.197 
着地型旅行商品のブランド化が難しい 3.51 0.797 -0.415 0.186 
観光客受入体制の構築が不十分 3.5 0.828 -0.388 0.053 
行政人材の経験不足 3.49 0.757 -0.214 0.211 
人材不足 3.47 0.799 -0.175 -0.106 
組織の立ち上げ困難 3.43 0.742 -0.161 0.026 
消費者視点の商品づくり難しい 3.42 0.741 -0.373 0.143 
観光客動向把握難しい 3.38 0.813 -0.215 -0.188 
まちづくり団体間の連携不足 3.38 0.801 -0.393 0.013 
行政と民間の意識差 3.35 0.725 -0.062 -0.036 
住民主体性欠如 3.35 0.766 -0.026 0.083 
経営意識低い 3.34 0.726 -0.129 0.219 
国からの補助金獲得難しい 3.34 0.718 0.238 0.473 
ボランティアの確保が難しい 3.31 0.793 -0.236 -0.226 
交通利便性低い 3.29 1.26 -0.221 -1.065 
ブームを生かしていく方法がわからない 3.29 0.793 -0.055 0.139 
合意形成を図るプロセス仕組みがない 3.19 0.709 -0.045 0.17 
目標によってばらばら 3.18 0.781 0.036 0.135 
イベント開催中心 3.18 0.944 0.097 -0.278 
複雑な人間関係 3.16 0.825 -0.021 0.013 
まちづくりのビジョンが不明確 3.14 0.968 0.02 -0.653 
観光まちづくり推進主体が構築できない 3.14 0.775 0.01 -0.117 
住民組織欠如 3.11 0.739 -0.018 0.11 
普段の努力不足 3.1 0.83 0.006 0.224 
観光客あまりこない 3.07 1.011 -0.089 -0.636 
市場変化の対応ができない 3.01 0.773 -0.28 0.355 
行政と民間の協働がうまく機能しない 3.01 0.713 -0.034 0.227 
まちづくり団体間に葛藤 2.99 0.784 0.136 0.231 
特定の資源への依存度高い 2.98 1.001 -0.033 -0.689 
地域住民の理解ない 2.91 0.667 0.076 1.044 
地域の慣習などがじゃま 2.91 0.812 0.228 0.065 
地域のリーダーからの横槍 2.8 0.751 0.049 0.579 
利害配分の問題 2.77 0.715 0.104 0.595 
観光資源の見つけ方がわからない 2.69 0.901 0.442 -0.348 
魅力ある複合資源ない 2.63 1.032 0.34 -0.758 
魅力の人文資源ない 2.53 1.034 0.541 -0.485 
魅力の自然資源がない 2.43 1.124 0.732 -0.305 
観光地化による生活環境悪化 2.39 0.761 0.286 -0.036 
市町村合併によるアイデンティティの不在 2.11 0.955 0.604 -0.1 
外部主導のため賛同得られない 2.11 0.682 0.108 -0.288 
過剰投資 2.09 0.78 0.404 0.02 
コンサルティングに任せきり 1.64 0.704 0.761 -0.147 
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点を当てる研究が見られる（芝村 1999；安藤 2002）。 
2) とりわけ、日本交通公社によって提示された観光地経営のための 8 つの視点を参考にした（日
本交通公社編 2013）。 
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